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都区財政調整協議会幹事会のまとめ（案） 

 
 

 

   都区間で以下の内容で合意することを前提に、財調協議会幹事会における協議 

 の取りまとめをしたものである。 

 

○ 都区間の配分割合等の変更 

 

 都区財政調整は、基準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする 

仕組みである。 

 都と特別区は、大都市東京を共に支えるパートナーであり、都は、鉄道・

道路ネットワークなどのインフラ整備、無電柱化の推進や調節池等の整備に

よる強靭化、産業力の強化、ゼロエミッションに向けた先進的な取組など、

ハード・ソフト両面において東京の都市基盤や国際競争力を向上させる施策

を行い、特別区は、住民を身近で支えるきめ細かいサービスにより、東京に

おける地域生活を充実させる施策を行うことで、もって東京の持続的発展を

実現していく。 

 都区の緊密な連携のもと、東京が新たなステージへと歩みを進めるに当た

り、今後、令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、いつ起こるとも知れない

首都直下地震等に対し、備えを充実させていく。 

 児童相談所の運営に関する都区の連携・協力については、引き続き円滑に

進めていく。 

 こうした点を踏まえ、特別区の配分割合を 56％とし、併せて、災害対応経

費等に充当される特別交付金の割合を６％に変更する。 

 本合意は、安定的に都区財政調整制度を運営し、東京の未来を共に創り上

げるための合意であり、今後この合意のもと、都区の連携・協力を一層進め

ていく。 

 

Ⅰ 令和７年度当初フレームについて 

（1）特別区相互間の財政調整に関する事項 

 
１．新規算定                    ２６項目 

○震災予防対策（防災普及広報等経費）（家具転倒防止器具設置助成事業費） 

○感震ブレーカー設置助成事業費 

○参集・安否確認システム維持管理費 

○行政手続デジタル推進経費 

○公共施設ＬＥＤ灯切替事業費 

○テレワーク運営経費 

○安全安心まちづくり推進事業費（防犯カメラ維持管理費補助金） 

○ひとり親家庭等生活向上事業費 

令和７年１月７日 



 

2 

○高次脳機能障害者支援事業費 

○重層的支援体制整備事業費 

○高齢者補聴器購入費助成事業費 

○生活保護総務費（医療扶助オンライン資格確認等運営負担金） 

○放課後児童クラブ事業費及び区立保育所管理運営費 

 （医療的ケア児支援事業費） 

○【投資】放課後児童クラブ新設費 

○予防接種助成事業費（男性ＨＰＶ） 

○予防接種助成事業費（小児インフルエンザ） 

○予防接種費（新型コロナウイルス） 

○予防接種費（五種混合） 

○乳幼児健康診査費（３歳児視力屈折検査） 

○地域公共交通会議運営費 

○【投資・態容補正】自転車走行空間整備事業費 

○【小・中学校費】学校給食費保護者負担軽減事業費 

○コミュニティスクール運営費 

○図書館管理費（電子書籍サービス事業費） 

○パラスポーツ推進事業費 

○能登半島地震を踏まえた災害対応力強化経費（都区連携経費） 

 ２．算定改善等                  ３４項目 

＜算定充実＞     １５項目 

○区議会事務局運営費 

○障害者就労支援事業費 

○指導検査事業費 

○子ども医療費助成事業費 

○放課後児童クラブ事業費 

○私立保育所施設型給付費等 

○心身障害者（児）歯科診療事業費（歯科診療委託） 

○環境施策推進費（低炭素型社会推進費） 

○労働総務費（高齢者就労対策事業助成金） 

○都市計画事務費（都市整備調査委託） 

○【小・中学校費】学校運営費（教育用コンピュータ整備費） 

○【小・中学校費】学校運営費（自動車借上等） 

○教育相談事業費（いじめ・教育相談員及び適応指導教室指導員報酬） 

○芸術鑑賞教室 

○スポーツ推進計画策定経費 

＜事業費の見直し＞   ５項目 

○生活扶助費（中国残留邦人等生活支援給付金） 

○結核予防費（一般患者医療費） 

○結核予防費（入院患者医療費） 
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○総務管理費（補償補塡及び賠償金） 

○【態容補正】排水場に要する維持管理費 

＜算定方法の改善等＞  １４項目 

○会計管理費（預金利子） 

○生活困窮者自立支援事業費 

○重度障害者福祉増進事業費及び老人福祉増進事業費 

○予防接種費（子宮頸がん） 

○予防接種費（ロタウイルス） 

○【単位費用】【態容補正】環境事業推進費（路上喫煙等巡回指導委託） 

○最終処分委託料 

○建築行政費 

○放置自転車等対策事業費 

○【態容補正】自転車駐車場維持管理費 

○【小・中学校費】【単位費用】【密度補正】要保護準要保護児童生徒就学援

助費 

○勤勉手当支給に伴う会計年度任用職員経費の単価の見直し 

○定年引上げに伴う標準給の見直し 

○【投資】投資的経費の見直し（建築工事） 

 ３．その他                      １項目 

＜財源を踏まえた対応＞ 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

 

Ⅱ 令和６年度再調整について 

 再調整について                  １４項目 

 ○公共施設ＬＥＤ灯切替事業費 

○児童手当給付事業費 

○私立保育所施設型給付費等 

○国民健康保険事業助成費（出産育児一時金） 

○予防接種費（ＢＣＧ） 

○予防接種助成事業費（男性ＨＰＶ） 

○予防接種助成事業費（小児インフルエンザ） 

○予防接種費（新型コロナウイルス） 

○商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分）） 

○【小・中学校費】学校給食費保護者負担軽減事業費 

○標準給等の見直し 

○勤勉手当支給に伴う会計年度任用職員経費の単価の見直し 

○首都直下地震等に対する防災・減災対策としての公共施設改築経費 

○義務教育施設の新築・増築等経費の起債充当除外 
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Ⅰ 令和７年度当初フレームについて 

（1）特別区相互間の財政調整に関する事項 

１．新規算定（２６項目） 

  ○震災予防対策（防災普及広報等経費）（家具転倒防止器具設置助成事業費） 

家具転倒防止器具設置助成に係る経費について、「震災予防対策（防災普及

広報等経費）」の事業区分に追加し、新規算定する。 

○感震ブレーカー設置助成事業費 

感震ブレーカー設置助成に係る経費について、新規算定する。 

○参集・安否確認システム維持管理費 

参集・安否確認システム維持に係る経費について、新規算定する。 

○行政手続デジタル推進経費 

行政手続デジタルの推進に係る経費について、新規算定する。 

○公共施設ＬＥＤ灯切替事業費 

公共施設ＬＥＤ灯切替事業に係る経費について、新規算定する。なお、国

の計画である「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減

等のため実行すべき措置について定める計画」を踏まえ、令和７年度から

令和 12 年度までに要する経費の臨時算定とする。 

○テレワーク運営経費 

テレワーク運営に係る経費について、新規算定する。 

    ○安全安心まちづくり推進事業費（防犯カメラ維持管理費補助金） 

      防犯カメラ維持管理費補助に係る経費について、新規算定する。 

○ひとり親家庭等生活向上事業費 

  ひとり親家庭等生活向上事業に係る経費について、新規算定する。 

○高次脳機能障害者支援事業費 

高次脳機能障害者支援事業に係る経費について、新規算定する。 

○重層的支援体制整備事業費 

    重層的支援体制整備事業に係る経費について、新規算定する。 

○高齢者補聴器購入費助成事業費 

  高齢者補聴器購入費助成事業に係る経費について、新規算定する。 

○生活保護総務費（医療扶助オンライン資格確認等運営負担金） 

      医療扶助オンライン資格確認等運営負担金について、新規算定する。 

○放課後児童クラブ事業費及び区立保育所管理運営費（医療的ケア児支援事業

費） 

   放課後児童クラブ及び区立保育所における医療的ケア児の受入れに係る経

費について、新規算定する。 

○【投資】放課後児童クラブ新設費 

   放課後児童クラブの新設に係る経費について、令和７年度に限り臨時的に

算定する。 

○予防接種助成事業費（男性ＨＰＶ） 

   小学６年生から高校１年生相当を対象とした男性ＨＰＶ接種の助成に係る

経費について、新規算定する。 
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○予防接種助成事業費（小児インフルエンザ） 

   生後６か月から12歳以下を対象としたインフルエンザワクチン接種の助成

に係る経費について、新規算定する。 

 ○予防接種費（新型コロナウイルス） 

   予防接種（新型コロナウイルス）に係る経費について、新規算定する。 

○予防接種費（五種混合） 

   予防接種（五種混合）に係る経費について、新規算定するとともに、予防  

接種（四種混合）及び予防接種（ヒブ）に係る経費について、算定を改善

する。 

○乳幼児健康診査費（３歳児視力屈折検査） 

   乳幼児健康診査における３歳児を対象とした視力屈折検査に係る経費につ

いて、新規算定する。 

○地域公共交通会議運営費 

  地域公共交通会議の運営に係る経費について、新規算定する。 

○【投資・態容補正】自転車走行空間整備事業費 

自転車走行空間の整備に係る経費について、新規算定する。なお、道路橋

りょう費の態容補正（Ⅰ）で加算される項目に加えるとともに、令和 14年

度までの算定とする。 

○【小・中学校費】学校給食費保護者負担軽減事業費 

区立小・中学校を対象とした学校給食費保護者負担軽減事業に係る経費に

ついて、新規算定する。 

○コミュニティスクール運営費 

  コミュニティスクールの運営に係る経費について、新規算定する。 

○図書館管理費（電子書籍サービス事業費） 

   電子書籍サービス事業費について、「図書館管理運営費（中央館分）」の事

業区分に追加し、新規算定する。 

○パラスポーツ推進事業費 

  パラスポーツ推進事業に係る経費について、新規算定する。 

○能登半島地震を踏まえた災害対応力強化経費（都区連携経費） 

令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応力強化経費について、新規算定

する。なお、一部経費を除いて令和 12年度までの算定とする。 

 

２．算定改善等 

  ① 算定充実（１５項目） 

○区議会事務局運営費 

   区議会事務局の運営に係る経費について、算定を充実する。 

○障害者就労支援事業費 

   障害者就労支援事業に係る経費について、算定を充実する。 

○指導検査事業費 

   指導検査事業に係る経費について、算定を充実する。 
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○子ども医療費助成事業費 

   乳幼児医療費助成事業及び義務教育就学児医療費助成事業に係る経費につ

いて、令和７年 10月分以降の所得制限を撤廃するとともに事務費を見直し、

算定を充実する。 

○放課後児童クラブ事業費 

   放課後児童クラブ事業に係る経費について、算定を充実する。 

○私立保育所施設型給付費等 

   公定価格の見直し（４歳以上児配置改善加算の創設）に伴い、施設型給付

費について、算定を充実する。 

○心身障害者（児）歯科診療事業費（歯科診療委託） 

   心身障害者（児）歯科診療事業の歯科診療委託に係る経費について、算定  

を充実する。 

○環境施策推進費（低炭素型社会推進費） 

  環境施策推進費の低炭素型社会推進に係る経費について、算定を充実する。 

○労働総務費（高齢者就労対策事業助成金） 

   労働総務費の高齢者就労対策事業助成に係る経費について、算定を充実す

る。 

    ○都市計画事務費（都市整備調査委託） 

      都市整備調査委託に係る経費について、算定を充実する。 

○【小・中学校費】学校運営費（教育用コンピュータ整備費） 

  児童・生徒一人一台の教育用コンピュータ整備費について、国のＧＩＧＡ

第２期における制度改正を踏まえた暫定対応として、端末単価を制度改正

後の補助金相当額等を踏まえた単価に見直し、算定を充実する。 

○【小・中学校費】学校運営費（自動車借上等） 

  学校運営費の自動車借上等に係る経費について、算定を充実する。 

○教育相談事業費（いじめ・教育相談員及び適応指導教室指導員報酬） 

  教育相談事業費のいじめ・教育相談員及び適応指導教室指導員に係る経費

について、算定を充実する。 

○芸術鑑賞教室 

  音楽以外の芸術鑑賞も含めた経費について、算定を充実する。また、事業

名称を「音楽鑑賞教室」から「芸術鑑賞教室」に変更する。 

○スポーツ推進計画策定経費 

  スポーツ推進計画の策定に係る経費について、算定を充実する。 

 

② 事業費の見直し（５項目） 

○生活扶助費（中国残留邦人等生活支援給付金） 

  中国残留邦人等に対する生活支援給付に係る経費について、算定を見直す。 

○結核予防費（一般患者医療費） 

  結核予防における一般患者医療に係る経費について、算定を見直す。 

○結核予防費（入院患者医療費） 

  結核予防における入院患者医療に係る経費について、算定を見直す。 
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○総務管理費（補償補塡及び賠償金） 

  自動車事故見舞金の支給について、算定を廃止する。 

○【態容補正】排水場に要する維持管理費 

  排水場に要する維持管理費について、算定を見直す。 

 

③ 算定方法の改善等（１４項目） 

 ○会計管理費（預金利子） 

   会計管理費の預金利子について、算定を改善する。 

○生活困窮者自立支援事業費 

  生活困窮者自立支援事業に係る経費について、算定を充実・改善する。 

○重度障害者福祉増進事業費及び老人福祉増進事業費 

  重度障害者及び高齢者の福祉増進に要する経費について、算定を改善する。 

○予防接種費（子宮頸がん） 

   予防接種（子宮頸がん）に係る経費について、接種率等を見直し、算定を  

改善する。 

○予防接種費（ロタウイルス） 

   予防接種（ロタウイルス）に係る経費について、接種率等を見直し、算定

を改善する。 

○【単位費用】【態容補正】環境事業推進費（路上喫煙等巡回指導委託） 

   環境事業推進費の路上喫煙等巡回指導委託に係る経費について、算定を 

充実するとともに、昼間人口比率による態容補正を新たに適用し、算定を

改善する。 

○最終処分委託料 

   最終処分委託に係る経費について、埋立処分委託料の改定を踏まえ、算定

を改善する。 

○建築行政費 

建築行政に係る経費について、算定を改善する。 

    ○放置自転車等対策事業費 

      放置自転車等対策事業に係る経費について、算定を改善する。 

    ○【態容補正】自転車駐車場維持管理費 

  自転車駐車場の維持管理に係る経費について、算定を改善する。 

○【小・中学校費】【単位費用】【密度補正】要保護準要保護児童生徒就学 

援助費 

要保護準要保護児童生徒就学援助費について、算定を改善する。 

○勤勉手当支給に伴う会計年度任用職員経費の単価の見直し 

令和６年度より会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給が可能になった

こと等を踏まえ、会計年度任用職員の単価について、算定を改善する。 

○定年引上げに伴う標準給の見直し 

      定年引上げに伴い、標準給について、算定を改善する。 

○【投資】投資的経費の見直し（建築工事） 

  投資的経費（建築工事）について、算定を改善する。 
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３．その他（１項目） 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

令和７年度に限り、公共施設改築工事費を臨時的に追加算定する。 

 

Ⅱ 令和６年度再調整について 

○公共施設ＬＥＤ灯切替事業費 

      公共施設ＬＥＤ灯切替事業に係る経費を算定する。 

○児童手当給付事業費 

      「児童手当法」改正に伴う、令和６年 10月からの所得制限撤廃等の制度改

正に係る経費を算定する。 

    ○私立保育所施設型給付費等 

      令和６年４月からの４歳以上児配置改善加算に係る経費を算定する。 

    ○国民健康保険事業助成費（出産育児一時金） 

      令和５年４月からの出産育児一時金の１人当たり支給額の引上げに要する

経費を算定する。 

    ○予防接種費（ＢＣＧ） 

      令和６年４月からのＢＣＧ感染症に係る予防接種費用の単価改定に伴う経

費を算定する。 

    ○予防接種助成事業費（男性ＨＰＶ） 

      小学６年生から高校１年生相当を対象とした男性ＨＰＶワクチン接種の助

成に係る経費を算定する。 

    ○予防接種助成事業費（小児インフルエンザ） 

      生後６か月から12歳以下を対象としたインフルエンザワクチン接種の助成

に係る経費を算定する。 

    ○予防接種費（新型コロナウイルス） 

      令和６年10月からの新型コロナウイルス感染症予防接種に係る経費を算定

する。 

○商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分）） 

      物価高騰等に対応するための中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対

策分）の令和６年度貸付分について、当年度における利子補給及び信用保

証料補助に係る経費を算定するとともに、令和７年度以降全ての利子補給

分を算定する。 

○【小・中学校費】学校給食費保護者負担軽減事業費 

   区立小・中学校を対象とした学校給食費保護者負担軽減事業に係る経費を

算定する。 

○標準給等の見直し 

      特別区人事委員会勧告を受けた給与改定を踏まえるとともに、定年引上げ

に伴い標準給等を見直す。 

○勤勉手当支給に伴う会計年度任用職員経費の単価の見直し 

      令和６年４月からの会計年度任用職員勤勉手当等に係る経費を算定する。 

     ○首都直下地震等に対する防災・減災対策としての公共施設改築経費 

発生が危惧されている首都直下地震や、頻発化・激甚化する風水害に備え、

災害時の避難所等となる公共施設の改築需要に係る経費を算定する。 
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○義務教育施設の新築・増築等経費の起債充当除外 

義務教育施設の新築・増築等に要する経費について、起債充当を行わない

こととして算定する。 


